「ルールある経済社会」と「自主・自立の平和外交」
星野公平ニュース

Ｎｏ．１２９　　２０１１年　２　月　１０　日

発行　星野公平　　(日本共産党桑名市議団)

住所　桑名市立花町１－１４－７　電話　２２－２９７５　
国会での追求　経済危機の打開策、日本航空の解雇問題　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ日本共産党の志位委員長は衆院本会議での代表質問で、経済危機の打開、環太平洋連携協定（ＴＰＰ）への参加、社会保障と税の問題、米軍基地と日本外交など、当面する国政の問題点を質すとともに、閉塞状況を打ち破る方策を示しました。特に、日本経済はこの１０年ほとんど成長が止まった状態で、働く人の年収は１２年間で６１万円も減少、国民の貧困と格差は拡大し、大企業だけは利益も内部留保も増やしている有様です。正社員を増やす事、最低賃金の大幅引き上げ、中小企業への支援、違法な解雇を規制するなど、賃上げを進める政策を「ワンパッケージ」で実行に移すよう求めました。そして、閉塞感打破には、長年にわたって自民党の政治が続け、民主党政権になっても変えようとしていない、アメリカいいなり、財界・大企業本位の異常を正すかどうかであると指摘しました。　　　　　　　　　　　　ｐ衆院予算委員会の基本的質疑では、日本航空の人員削減・整理解雇、ＴＰＰへの参加、社会保障と税の「一体改革」の問題を取り上げました。いずれも空の安全、食の安全、医療問題という、国民の命と安全にかかわる核心の問題です。日航問題では、世界のパイロット仲間からも不安の声が上がっています。国民の命と安全にかかわる重大問題だと突きつけられて菅首相も「具体的にフォローしていない」といい、安全を脅かす恐れは否定できませんでした。大畠国交相は「日航を呼んで確認したい」と答えました。
前号の歩道橋の問題は、国交省と話をし、市と警察で協議する事となりました。
星野公平のモットー　　安心できる教育･医療･老後を
世界の動きがわかる「しんぶん赤旗」をお読みください

日刊紙　月２９００円　　日曜版　月８００円

桑名市議団 星野公平のＨＰは　   http://hoshino.jcpweb.net/
ご意見をお寄せください　ＦＡＸは２２－３０２８　（星野）　　　　　　　　　　
２０１１年３月定例議会スケジュール
３月　２日（水）　午前１０時　　本会議開会（施政方針・議案上程、説明）

３月　８日（火）～１１日（金）、 １４日（月）
午前１０時  　本会議(代表・議案質疑、一般質問）

３月１５日（火）～１８日（金）  午前１０時　　常任委員会
３月２４日（木）　午後　１時  　本会議(委員長報告、討論、議決）閉会
２月１４日（月）、１５日（火）　 各常任委員会（昨年の提案の回答と検討）
２月２１日（月）　全員協議会予定（議案・予算案の概略説明等）
２月２２日（火）　請願・陳情の締め切り

２月２３日（水）　議会運営委員会（定例会の会期等確認、議案の配布）
この間、提出予定の議案（特に来年度予算案）の勉強会や聞き取り
３月　１日（火）　施政方針・議案の説明文の配布
　３月　２日（水）　午後４時　本会議での発言通告の締め切り　　　　　　　

桑名・多度・長島で地域審議会が行われる。（１月２６、２７日）

新年度の施政方針が発表された。予算は昨年と同じ規模。削減可能な需用費はマイナス１０％の見直し。予定事業として、本庁舎の耐震、主要道路の整備、地産地消として学校給食に桑名の米を、陽だまりの丘に生涯学習施設の整備、市民病院の再編、休日保育の実施、駅西区画整理事業の推進等々があげられた。住民の福祉を向上させる新しい事業は無し。地区別には、桑名は近鉄駅のバリアーフリー化（エレベーター設置）、多度では学校の編成問題、鳥獣被害対策、道路整備問題、長島では防災対策が論議された。各地区で多くの市会議員が参加したのが目立ちました。来年度予算を充分審議できるのか、市民と論議出来るのか不安です。
駅元町（厚生館保育所の一軒隣）に１５階の高層マンション
桑名駅東地区は、桑名市総合計画には、「魅力ある美しい都市整備」として、「駅舎等の老朽化、賑わい空間の不足、低未利用地があることから、駅西地区の整備と連携した再編整備を進める必要がある」とし、将来像として、「まちの玄関口にふさわしい景観と利便性が備わった駅周辺地区を形成」としています。また、「観光、交流の玄関口となる桑名駅においては、施設配置やデザインに配慮した都市の顔にふさわしい景観整備を進めます。」と書かれています。桑名市都市計画マスタープランには、「周辺の住宅環境と調和したマンション建設を誘導するために、中高層住宅の規制・誘導エリアを検討します。」となっています。そして、近く決定される桑名市景観計画には、桑名中心市街地地区は「桑名の中心部として誇れる、魅力と賑わいのある景観の形成を図る」とあって、「住宅地の中高層マンションは、歩行者への圧迫感をやわらげるよう、壁面の交代や敷地境界部の緑化による緩衝帯の設置などに配慮します。」となっています。
住民の方の反対の意志表示が一斉に行われました。（下記写真）
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桑名員弁民主商工会が桑名市と懇談（２月２日）桑名市議団も同席
小規模工事登録制度の早期実施と住宅リフォーム制度の創設を求める。
地方自治体が必要とする小規模な工事や修理などを、あらかじめ登録した中小企業に発注する制度。地域の中小企業に仕事を増やし、地域経済の振興を図る背策に一つです。登録できるのは入札資格を持たない中小企業だけです。住宅リフォームの助成は社会資本整備総合交付金を活用できると菅首相が国会で答弁。
『長良川に内ヶ谷ダムは必要か？』に参加（２月５日）
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シンポジウムの様子　　　　　　　　　　　　　　赤須賀地区の揖斐川の川幅
「長良川市民学習会」が主催した「長良川に内ケ谷ダム（県が郡上市大和町に計画）は必要か？」と題したシンポジウムに参加。主催者の武藤事務局長のガイダンス（内ケ谷ダムについて概略説明）に次いで、今本博健・京都大名誉教授（河川工学）が基調講演「内ケ谷ダムは洪水対策に有効か」し、｢ダムを作るくらいなら堤防強化や河道の堆積土砂の掘削をすべきだ｣と指摘されました。ダムは、長良川支流の亀尾島川の洪水対策のために計画され、78年に予備調査が始まり、総貯水量は約1150万トンのもので、今年の春に建設方針決定予定です。事業費は03年の再算定では340億円。現在ダムは未着工ですが、既に約179億円が投資されているそうです。シンポジウムでは他に、「長良川水系・水を守る会」の亀崎事務局長が内ケ谷を映像で紹介され「内ケ谷には、福井県で希少種とされるカワネズミなど、川の流れの中で生きる動植物がおり、ダムで渓流の流れを止めれば、彼らはどこに行くのか」とダム建設による環境への影響に懸念を示されました。またＮＰＯギンブナの会の須田事務局長から、長良川中流域の関市の今川の話を興味深く聞きました。話の中で、桑名の赤須賀地区の揖斐川が漁港との関係か狭くなっているのが気になりました。写真のとおり葦は残っていますが、堤防が整備され川幅が昔の半分以下になり底の土は見えません。上流からの増水や高潮のときにどうなるか心配です。長良川河口堰との関係で、今後も学習会に積極的に参加して行きたい。なお、今本先生は、去年｢ダムが国を滅ぼす｣という本を出版。






